
【４】主な事業
単位：千円
()：前年度予算
いのちを守り、成長を支える危機対応力の強化　　　　

１　健康危機事象への対応力強化
	○
	感染症対策の強化
	76,821)
	

	【健康医療部】
	≪新規≫
	

	
	・感染症対策の強化
	40,229
	≪新規≫

	
	企業に対する感染症対策に関する研修や相談支援を実施するとともに、外国人旅行者に対して感染症予防や発症時の対応に関する情報を発信するなど、感染症発生時の対応力の向上や予防啓発等を総合的に推進。

	

	
	・保健所等の機能強化
	27,774
	≪新規≫

	　　
	一類・二類感染症等の発生に備え、関西国際空港を管轄する泉佐野保健所に患者搬送車や防護服を配備し、保健所の機能を強化。

	

	
	・地域医療介護総合確保基金事業費(感染症対策)
	8,818
	≪新規≫

	　　
	一類・二類感染症を含む輸入感染症や再興感染症・慢性感染症のまん延を防止するため、地域の医療機関が、疑い例を含む輸入感染症の患者発生時に適切に対応できるよう研修を実施するとともに感染症指定医療機関との連携体制を構築するなど、地域医療介護総合確保基金を活用し、感染症対策を充実。

	



２　将来の自然災害に備えた防災・減災対策
	○
	森林防災・減災対策事業(森林環境税の活用)　
	287,176)
	

	【環境農林水産部】
	≪新規≫
	

	
	近年多発する豪雨による被災地の調査等により得られた新たな知見を踏まえ、土砂や流木流出の恐れが高い危険渓流において、下流に人家等の保全対象が多い地区の民有林を対象に、土石流の発生を抑止する治山ダム等を整備するとともに、流木の恐れのある危険木を伐採。
※森林環境税は令和2年4月から4年間延長

	



	○
	三大水門の更新
	148,000)
	

	【都市整備部】
	(10,000)
	

	
	三大水門(安治川水門・尻無川水門・木津川水門)のうち木津川水門の更新に向けた詳細設計等を実施。
〔債務負担行為の設定(令和2～3年度)37,000千円〕

	





	○
	防潮堤液状化対策
	5,895,000)
	

	【都市整備部】
	(7,793,000)
	

	
	南海トラフ巨大地震に伴う液状化により沈下する恐れがある防潮堤等について、浸水被害が想定される区間において、緊急性の高い箇所から地盤改良工事等を実施。
〔債務負担行為の設定(令和2～5年度)1,547,000千円〕

	



	○
	建築物の耐震化の推進
	1,032,178)
	

	【住宅まちづくり部】
	(1,335,447)
≪一部新規≫
	

	
	「住宅建築物耐震10ヵ年戦略・大阪」に基づき、住宅・建築物及びブロック塀等の耐震化を進めるため、市町村及び所有者に対し補助を実施。

	



	○
	密集住宅市街地の地震対策
	4,410,588)
	

	【住宅まちづくり部】
	(4,718,893)
	

	
	・密集住宅市街地整備促進事業費補助金
	1,877,846
	(1,461,371)

	
	地震時等に大きな被害が想定される密集市街地の防災性の向上や住環境の改善のため、老朽住宅の除却や建替え、道路・公園などの公共施設の整備を行う市に対し補助を実施。
・老朽住宅除却における個人負担率：1/6

	

	
	・延焼遮断帯整備促進事業
	2,532,742
	(3,257,522)

	　　
	密集市街地における延焼拡大の抑制や緊急車両の通行経路の確保のため、広幅員の道路を整備。
・三国塚口線(用地取得、物件補償、道路工事等)
・寝屋川大東線(用地取得、物件補償等)
〔債務負担行為の設定　道路工事(令和2～3年度)165,000千円〕
〔債務負担行為の設定　用地取得(令和2～4年度)1,756,403千円〕

	



３　自助・共助・公助の適切な連携による災害対応力の充実・強化
	○
	市町村の災害対策機能の強化
	2,694)
	

	【政策企画部】
	(2,694)
	

	
	市町村の災害対策機能の強化を図るため、災害時に必要な受援計画の作成促進に向けた支援。

	



	○
	先端技術等を活用した災害対応力の強化
	7,715)
	

	【政策企画部】
	≪新規≫
	

	
	災害対応力の強化にＡＩ等の先端技術を活用するための調査検討を実施。

	





	○
	災害時における多言語支援
	23,532)
	

	【府民文化部】
	(70,920)
≪一部新規≫
	

	
	府内の外国人観光客に対し、災害情報等を多言語で提供するプッシュ通知機能付きのスマートフォンアプリ等の運用及び外国人が受診可能な医療機関の位置情報等を提供する機能の追加。また、交通・宿泊事業者等に対し、災害時の適切な多言語対応を学べる講座を実施。

	



万博を契機とした成長・内外の課題解決をめざす取組みの推進　　　　

１　万博成功のための準備の加速
	○
	2025年大阪・関西万博の推進
	308,868)
	


	【政策企画部】
	(204,132)
	


	
	2025年大阪・関西万博の実施主体である(公社)2025年日本国際博覧会協会に対する会場建設にかかる補助及び地元パビリオン検討や機運醸成などの関連事業を実施。

	



	○
	都市緑化を活用した猛暑対策(森林環境税の活用)
	376,860)
	

	【環境農林水産部】
	≪新規≫
	

	
	多くの人々が暑くても待たざるを得ないバス停のある駅前広場等において、暑熱環境の改善を図るため、市町村等が行う緑化及び暑熱環境改善設備の設置に対し補助。
※森林環境税は令和2年4月から4年間延長

	



	○
	広域的な自転車通行環境の充実
	14,465)
	

	【都市整備部】
	≪新規≫
	

	
	夢洲から広域につながる自転車の通行空間において、大阪市や堺市などの関係機関と連携し、路面表示によるルート案内や注意喚起など、安全で快適な自転車通行環境の充実を図るための検討を実施。

	



２　ＳＤＧｓ先進都市をめざす取組み
	○
	パソコン一斉シャットダウンシステムの構築
	44,308)
	

	【総務部】
	≪新規≫
	

	
	職員の心身の健康確保・ワークライフバランス・女性活躍を促進するため、パソコンを一斉にシャットダウンするシステムを導入し、職員の時間外勤務の縮減及び仕事に対する意識改革を促進する。	
〔債務負担行為の設定(令和2～5年度)19,363千円〕

	



	○
	性的指向及び性自認の多様性に関する府民の理解促進
	7,786)
	

	【府民文化部】
	≪新規≫
	

	
	性的指向及び性自認の多様性に関する府民の関心及び理解を深めるため、啓発イベントやシネマ広告を実施。また、条例制定及びパートナーシップ宣誓証明制度を周知するため、ポスターを制作。
 
	


	○
	インターネット上の人権侵害の解消推進
	207)
	

	【府民文化部】
	≪新規≫
	

	
	人種又は民族を理由とする不当な差別的言動の解消の必要性に対する府民の関心及び理解を深めるため、シンポジウムを実施。

	



	○
	たばこ対策推進事業
	288,616)
	

	【健康医療部】
	(120,143)
≪一部新規≫
	

	
	改正健康増進法及び府受動喫煙防止条例に基づく府民・事業者への周知啓発等を実施するとともに、府条例で規制対象となる飲食店への支援として、相談窓口を設置し喫煙室整備に係る費用の一部を助成。
また、法・条例の施行に伴う屋外における喫煙対策として、市町村や民間事業者との連携による「屋外分煙所」のモデル整備を実施。

	※R1.1号補正含む



	
○
	依存症対策強化事業
	53,752)
	

	【ＩＲ推進局、健康医療部】
	(27,964)
	

	
	依存症対策を推進するため、予防啓発や相談支援体制を強化するとともに、医療機関を含む関係機関職員への研修等を通じ連携体制を構築するなどし、依存症の総合的な支援体制を整備。　
また、ギャンブル等依存症に係る実態把握調査や海外先進事例調査を実施。

	



	○
	バイオプラスチックビジネス等推進事業
	9,083)
	

	【商工労働部】
	≪新規≫
	

	
	府内中小企業による石油由来原料を使わないバイオプラスチック製品の研究開発等に対して補助。

	



	○
	プラスチックごみ対策の推進
	75,006)
	

	【環境農林水産部】
	(30,515)
≪一部新規≫
	

	
	2019年Ｇ20大阪サミットで共有された「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」の早期達成に貢献するため、おおさかプラスチック対策推進ネットワーク会議の意見を踏まえ、プラスチックごみ回収、環境先進技術の調査や府民への啓発等のプラスチックごみ対策を実施。

	



	○
	ＳＮＳ活用相談体制調査研究事業
	29,496)
	

	【教育庁】
	(9,949)
	

	
	いじめを含む様々な悩みを抱える児童生徒に対する相談対応の充実を図るため、ＳＮＳ(ＬＩＮＥ)を活用した相談対応を通年で実施。

	





	○
	医療的ケア通学支援事業
	567,369)
	

	【教育庁】
	(25,257)
	

	
	府立学校において、通学途上で医療的ケアが必要なために通学バスを利用できない等の理由により通学が困難な児童生徒の通学体制を整備するため、介護タクシー等に看護師等が同乗する等の通学支援について、対象者を拡充して実施。

	



	○
	小中学校における日本語指導の推進事業
	49,800)
	

	【教育庁】
	(11,983)
≪一部新規≫
	

	
	日本語指導が必要な児童生徒のうち、学習面・生活面の支援が十分に受けられていない児童生徒が在籍する小中学校及び夜間中学校等に対し、日本語指導スーパーバイザーの派遣、日本語指導支援員・外国人児童生徒支援員の配置を実施。

	



	○
	小学生新学力テスト事業
	320
	

	【教育庁】
	≪新規≫
	

	
	府内の小学校5・6年生全児童を対象に、課題の改善とその後の学習に活かすため、府内統一テストを実施するとともに、児童の学力・生活状況を経年で把握・分析。
〔債務負担行為の設定(令和2～3年度)325,772千円〕

	



３　先端技術の活用によるスマートシティ化の推進
	○
	スマートシティ戦略推進事業
	82,448)
	

	【総務部】
	≪新規≫
	

	
	住民や地域が抱える具体的な課題に対し、先端技術を積極的に活用して住民が実感できるかたちで生活を変え、住民のＱｏＬ(生活の質)の向上や都市機能強化を図る。　
〔債務負担行為の設定(令和2～5年度)25,070千円〕

	



	
○
	スマートシティ推進のための庁内ＩＣＴ環境の整備
	34,843)
	

	【総務部】
	≪新規≫
	

	
	スマートシティの推進主体となる府庁内において、映像・音声の活用による直接的な情報共有の実現や府民等への情報提供、外部のヒト・モノ(デバイス)・サービスとの連携といった新たな執務環境(庁内ＩＣＴ環境)を実現するための中長期的な庁内基盤のあり方や整備内容等を検討する。

	



	
○
	手数料収納キャッシュレス化推進事業
	15,956)
	

	【会計局】
	≪新規≫
	

	
	平成30年10月の証紙廃止後に本庁の手数料納付窓口（本館、別館、咲洲の3箇所）に設置されているＰＯＳレジシステムの改修を行い、現金に加えて非現金（電子マネー、クレジットカード、ＬＩＮＥ ＰＡＹ）の納付方法を導入することで、手数料収納のキャッシュレス化を推進する。　
〔債務負担行為の設定（令和2～5年度）18,098千円〕
	




	○
	府立学校スマートスクール推進事業
	163,936)
	

	【教育庁】
	≪新規≫
	

	
	府立学校において新たに整備する校内ＬＡＮやネットワーク機器等の保守を実施。また、整備を行った通信環境下でのＩＣＴを活用したモデル事業を実施。

	



４　健康・医療をはじめ様々な産業分野でのイノベーションの促進、
グローバル競争力強化
	○
	再生医療産業化推進事業
	7,325)
	

	【商工労働部】
	≪新規≫
	

	
	再生医療の実用化・産業化を推進するため、企業や医療機関等へヒアリングや細胞・組織の管理に必要なビジネスモデルを検討。

	



	○
	スタートアップ活躍促進事業
	12,841)
	

	【商工労働部】
	≪新規≫
	

	
	国のスタートアップ拠点都市の選定後、海外トップアクセラレーターによる大阪のスタートアップへの支援を行うとともに、海外への情報発信を実施。

	



国内外の人々を引きつける都市魅力の向上　　　　

１　ＩＲの実現に向けた取組み
	○
	統合型リゾートの大阪立地推進
	203,941)
	

	【ＩＲ推進局】
	　(318,141)
	

	
	ＩＲの大阪への誘致を実現するため、ＩＲ事業者の選定や区域認定申請に向けた取組みとして、選定委員会の運営や区域整備計画策定業務等を行うとともに、地域の合意形成に向けた府民理解の促進を図るため府民全体、地元企業、大学生などを対象とした情報発信等を実施。
〔債務負担行為の設定(令和2～3年度)55,894千円〕

	



２　世界に存在感を示す都市魅力・都市空間の創造
	○
	大阪観光局による戦略的な観光集客の促進　
	275,000)
	

	【府民文化部】
	(300,000)
	

	
	府・市・経済界で設置した大阪観光局における海外プロモーションや観光客の受入環境整備等にかかる費用を負担。

	





	○
	万博記念公園駅前周辺地区の活性化
(日本万国博覧会記念公園事業特別会計)　
	80,576)
	

	【府民文化部】
	　≪新規≫
	

	
	万博記念公園駅前周辺地区において、「大規模アリーナを中核とした大阪・関西を代表する新たなスポーツ・文化の拠点づくり」を推進するための環境整備として、万博記念公園中央駐車場等の移転にかかる設計等を実施。

	



	○
	観光客受入環境の充実等(宿泊税の活用)
	66,141)
	

	【府民文化部】
	(35,738)
	

	
	・大阪周遊促進事業
	60,641
	(35,738)
≪一部新規≫

	
	来阪旅行者の大阪府域への周遊性の向上を図るため、観光資源をつないだ周遊コースを策定するとともに、世界遺産となった「百舌鳥・古市古墳群」等をつないだ周遊バスツアーを実施。

	

	
	・スポーツツーリズム創出事業
	5,500
	≪新規≫

	　　
	スポーツツーリズムの創出につなげるため、インバウンドを含めた来阪旅行者等に向けて大阪のスポーツ情報を発信するためのホームページを構築。

	



	○
	都市基盤の機能強化＜一部再掲＞
	86,603,052)
	

	【都市整備部】
	(96,976,550)
	

	
	都市構造を変える道路整備など成長を支える都市基盤を整備。
・道路及び街路の整備、連続立体交差、河川及び港湾等の整備等

	



	○
	都市基盤施設の維持管理
	27,288,218)
	

	【都市整備部】
	(29,569,404)
	

	
	更新期を迎えつつある都市インフラを計画的に維持管理。
・道路、河川、港湾及び公園の維持管理

	



	○
	道路・鉄道ネットワークの整備
	5,433,217
	

	【都市整備部】
	(919,947)
	

	
	・なにわ筋線の整備
	2,450,550
	(202,197)

	
	国土軸上の新大阪や大阪都心部(キタ・ミナミ)と関西国際空港や大阪南部地域間のアクセス強化等に資するなにわ筋線の整備を促進するため、整備主体である関西高速鉄道㈱に対して出資・補助。

	

	
	・淀川左岸線延伸部の整備
	266,667
	(200,000)

	
	広域的な高速道路ネットワーク機能を強化する淀川左岸線延伸部の調査、設計等(国直轄事業)の事業費の一部を法令に基づき負担。

	





	
	・大阪モノレールの延伸
	2,716,000
	(517,750)

	
	大阪都心部から放射状に延びる既存鉄道を環状に結節し、広域的な鉄道ネットワークを形成するとともに、沿線地域の活性化を図るため、大阪モノレールの門真市駅以南への延伸を実施。
〔債務負担行為の設定(令和2～9年度)20,948,960千円〕

	



	○
	グランドデザイン推進費
	18,534)
	

	【住宅まちづくり部】
	(9,581)
≪一部新規≫
	

	
	「グランドデザイン・大阪」及び「グランドデザイン・大阪都市圏」で示した多様な価値を創造する大都市大阪の実現に向けた取り組みを実施。
・新大阪駅周辺地域まちづくり検討調査(大阪市への負担金)
・大阪城東部地区まちづくり検討調査(大阪市への負担金)
・広域ベイエリアまちづくり検討調査

	



未来を担う子どもたちが輝ける環境の充実　　　　

１　子どもの健やかな成長を支えるセーフティネットの充実
	○
	ＳＮＳ等に起因した青少年の被害防止対策事業
	4,661)
	

	【政策企画部】
	(2,121)
≪一部新規≫
	

	
	条例改正に伴う規制の周知などこれまでの取組みに加え、青少年や大人に直接届く、より効果的な広報啓発・教育等を実施。

	



	
○
	里親委託推進事業
	225,418)
	

	【福祉部】
	(109,651)
≪一部新規≫
	

	
	里親委託の推進を図るため、フォスタリング機関による包括的な支援体制を整備するとともに、更なる新規里親の確保に向けた取り組みを実施。

	



	○
	ＳＮＳを活用した児童虐待防止相談事業
	38,814)
	

	【福祉部】
	≪新規≫
	

	
	児童虐待の未然防止・早期発見に資するよう、若い世代をはじめ、子育てに悩みを抱える者等が相談しやすいＬＩＮＥ相談窓口を試行的に開設。

	



	○
	子ども家庭センター機能強化事業
	500)
	

	【福祉部】
	≪新規≫
	

	
	増加する児童虐待相談等に対応するため、子ども家庭センターの機能強化について検討を実施。

	


	○
	新子育て支援交付金
	3,047,212)
	

	【福祉部】
	(3,048,012)
	

	
	市町村における乳幼児医療費助成をはじめとした子育て支援施策の充実を支援するため、交付金を交付。

	



２　全ての子どもが平等にチャレンジし、可能性を追求できる教育の一層の充実
	○
	大阪府立大学・大阪市立大学等授業料等支援事業
	1,850,756)
	

	【府民文化部】
	≪新規≫
	

	
	経済事情等により大阪の子どもたちが進学を諦めることなくチャレンジできるよう、国の高等教育の修学支援制度に大阪府独自の制度を加え、大阪府立大学・大阪市立大学等の授業料等を支援。

	




	
○
	新大学学舎整備事業
	513,079)
	

	【府民文化部】
	≪新規≫
	

	
	新大学の森之宮キャンパス等の学舎整備及び改修を行うため、公立大学法人大阪が実施する基本設計等に係る費用を補助するとともに、森之宮キャンパス学舎建設予定地における民間活力導入の可能性調査費用を負担等。
〔債務負担行為の設定(令和2～3年度)799,870千円〕
	



	○
	知的障がい支援学校の新設
	15,656)
	

	【教育庁】
	≪新規≫
	

	
	府立支援学校における知的障がい児童生徒の増加に対応するため、閉校した府立高校を活用し、新たに知的障がい支援学校を整備。

	



	
○
	私立高校生等の授業料支援
	14,174,973)
	

	【教育庁】
	(19,954,985)
	

	
	私立高等学校及び専修学校高等課程等に在学する生徒の修学上の経済的負担の軽減を図り、進路選択時に自由な学校選択の機会を提供するため、中間所得層(年収800万円未満程度、多子世帯においては年収910万円未満程度)までを対象に授業料を支援。

	



誰もが安心して暮らし、活躍できる環境の充実　　　　

１　全ての人々が安心して暮らせる総合的な安全対策の推進
	○
	交番・駐在所警戒カメラシステムの整備
	110,170)
	

	【公安委員会】
	≪新規≫
	

	
	交番等施設の管理、来所者や警察官の安全確保及び犯罪の予防や迅速な捜査のため、交番等の外部に防犯カメラを整備。

	



	○
	防犯アプリシステムの構築
	9,060)
	

	【公安委員会】
	≪新規≫
	

	
	犯罪発生状況や防犯対策等の情報を府民に提供するため、防犯機能を付加したアプリを構築。

	



２　生涯を通じて心身ともに健康に暮らせる福祉・医療のさらなる充実
	○
	ＩＣＴ導入支援事業
	33,000)
	

	【福祉部】
	≪新規≫
	

	
	職場環境改善や人材確保のために介護事業者が実施する、介護ソフトやタブレット端末等のＩＣＴ導入に要する費用の一部を補助。

	



	○
	自殺対策強化事業
	88,451)
	

	【健康医療部】
	(60,242)
≪一部新規≫
	

	
	自殺対策を推進するため、電話相談や市町村職員等向け研修を実施するとともに、市町村等が行う自殺対策事業に対し補助。また、若年者への自殺対策を強化するため、新たにＳＮＳ相談窓口を設置。

	



３　多様な人材の活躍につながる取組みの強化
	○
	重度障がい者就業支援事業
	57,288)
	

	【福祉部】
	≪新規≫
	

	
	常時介護を必要とする重度障がい者の就業中における介助等を支援する市町村(令和2年度は試行実施のため政令市のみ)に対し、経費の一部を補助。

	



	○
	外国人医療体制整備事業
	28,398)
	

	【健康医療部】
	(39,158)
	

	
	急増する外国人旅行者等に対する医療提供体制の整備について検討を行う外国人医療対策協議会を設置するとともに、受入医療機関向けに多言語医療通訳コールセンター及びトラブル相談窓口を運営。

	



	○
	障がい者雇用Ｎｏ.1に向けた企業の取組促進
	48,905)
	

	【商工労働部】
	(41,769)
≪一部新規≫
	

	
	「障がい者雇用日本一・大阪」をめざし、障がい者の雇用機会拡大と職場定着の取組みに関するセミナー等を実施するとともに、事業者に対する雇用支援や職場体験実習を通じて障がい者の雇用を促進。

	





その他　　　　　　　　　　　　　

	○
	副首都化の推進
	534,301)
	

	【副首都推進局】
	(495,161)
	

	
	「副首都・大阪」の確立に向け「副首都ビジョン」に沿った取組みを推進するとともに、副首都・大阪にふさわしい新たな大都市制度の検討及び都市機能の充実に向けた府市連携等を推進。
・府市共同で設置する副首都推進局の運営に係る経費負担

	



	
○
	電子調達システムの拡張
	200,002)
	

	【総務部】
	≪新規≫
	

	
	現在「物品」の随意契約のみで実施している見積合せ(情報システムを活用した見積徴取)を「委託役務」、「工事」等に拡大し、少額随契における競争性・公平性・透明性を強化するとともに、業務の改善を図る。
〔債務負担行為の設定(令和2～6年度)226,616千円〕

	



	○
	中央卸売市場のあり方検討(大阪府中央卸売市場事業会計)
	11,000)
	

	【環境農林水産部】
	≪新規≫
	

	
	卸売市場法の改正等、卸売市場を取り巻く環境が変化するなか、競争力のある市場をめざし、中央卸売市場に求められる機能等について調査し、将来のあり方を検討。

	



	○
	大阪港湾局の設置
	148,071)
	

	【都市整備部】
	≪新規≫
	

	(一般会計：44,907、港湾整備事業特別会計：103,164)

	
	港湾の国際競争力の強化等を図るため、大阪府・大阪市の港湾管理の一元化をめざし、「大阪港湾局」を共同設置するための経費。(令和2年10月1日に業務開始予定)

	



	○
	警察署の建替等整備
	4,223,224)
	

	【公安委員会】
	(1,010,240)
	

	
	警察施設としての機能維持を図るため、老朽化、狭隘化が著しい警察署の建替え等を実施。

	

	
	・東住吉警察署建替整備 (本体工事等)
・守口警察署移転建替整備 (本体工事)
・中堺警察署(仮称)新築 (本体工事)
・和泉警察署移転建替整備 (基本計画)
・貝塚警察署移転建替整備 (基本計画)

	(令和3年度竣工予定)
(令和3年度竣工予定)
(令和3年度竣工予定)
(令和7年度竣工予定)
(令和7年度竣工予定)
	906,117
1,653,779
1,658,382
2,434
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